
１．はじめに

気候変動および地球温暖化への対策の目的

は、地球や人間社会にとってその悪影響を危

険でない水準以下に抑えることである。この

目的を達成する上で、緩和策と適応策は補完

的な関係にある。すなわち、温暖化を完全に

は抑制できない以上、生じうる影響に対する

適応策が必要であり、逆に、人間社会と自然

環境が適応できる範囲に温暖化の進展を抑え

るためには緩和策が必要である。したがっ

て、温暖化対策は緩和策と適応策のポート

フォリオを考えなければならない。この適切

なポートフォリオや対策の優先順位を決める

際には、両者の影響を統合的に理解するため

の高精度、高分解能の予測技術、脆弱性評

価、対策の費用便益分析などの研究が重要と

なる (TamuraandMimura,2011)。なかでも気
候変動の悪影響を軽減するのに効果的な予見

的適応を実施するためには、脆弱性評価が大

きな役割を持つ。

脆弱性評価は、気候変動に関わる様々な影

響や指標を統合的に評価し、適応策の科学的

検討や優先順位付けの判断材料を提供する。

気候変動は多様かつ多重の影響をもたらすた

め、専門家のみならず政策決定者や地域住民

にも利用可能な包括的な情報の提供が重要で

ある。脆弱性評価によって、政策立案、実

施、評価という適応サイクルの確立が期待さ

れる（図 1）。
とりわけアジア太平洋地域は、気候変動に

最も脆弱な地域の一つと考えられており、適

応策の実施に向けた脆弱性評価が急務の課題

となっている。本稿は、はじめに文献調査か

ら脆弱性評価の現状と課題を整理する。次

に、アジア太平洋地域での脆弱性評価の適用

方法を提案し、持続可能な適応策のあり方に

ついて議論する。

２．脆弱性評価とは

気候変動の研究分野において、気温、降雨

といった気候刺激とそれに対する外力の影響

評価に加えて、気候変動以外の要素も含めた

脆弱性評価が求められるようになっている。

すなわち、気候変動の影響評価および脆弱性
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評価は数世代にわたる進展を遂げている。図

2に影響評価および脆弱性評価の概要を示
す。初期の影響評価は、温室効果ガスの排

出、大気中の温室効果ガス濃度の上昇が引き

起こす気候変化とそれに伴う影響を分析対象

としていた（図 2の線部分）。第 1世代の脆
弱性評価は、気候の変動性や気候変動以外の

外力を取り込んだ影響評価を行うようになっ

た（図 2の二重線部分）。これに加えて、第
2世代以降の脆弱性評価は、地域の社会・経
済条件などの適応能力も分析対象となり、よ

り統合的な評価が実施されている（図 2の三
重線部分等）。

このように脆弱性にはいくつかの定義があ

るが、ここでは「あるシステムの外力に対す

る影響の受けやすさの程度、および影響を転

換し、それに順応し、あるいは利用する能力

の程度」としよう。脆弱性の要素は、第一に

気温上昇、海面上昇、降雨変化などの気候変

動に伴う外力の大きさ、第二に影響を受ける

自然や社会の感受性、第三にその社会の抵抗

力あるいは適応能力である。気候変動から大

きな影響を受ける社会は、脆弱性が高いとい

うことになる。そうすると、外力が大きく、

また適応能力（抵抗力）が小さいほど脆弱性

が高いと考えることができる。つまり、脆弱

性を低くするには、気候変動の外力を抑える

とともに、社会の持つ適応能力を大きくする

ことが大切になる。

外力は、気温上昇、海面上昇など自然現象

（リスク）の大きさとその発生頻度の積で表

される。感受性は気候刺激から自然や社会が

影響を受ける程度を表し、直接的な効果（例

えば、気温の変化に反応する作物生産量の変

化）や間接的な効果（例えば、海面上昇に伴

う沿岸部の氾濫の頻度増加による損害）な

ど、直接、間接、あるいは正負両方の効果が

考えられる。一方、適応能力は、外力や感受

性とともに気候変動の脆弱性を構成する要素

であり、何らかの環境の変化に対して被害を

軽減する自然システムや社会システムの調整

能力を指す。これには、ある地域における資

源、人的資源、知識・認識、情報管理、技

術、社会制度、共同体、リスク管理などが反

映される(YoheandTol,2002)。
脆弱性評価は、様々な気候変動の影響を統

合的に評価することにより、これらを相互に

比較する方法である。狭義の脆弱性評価は上

述のとおり、気候変動に関わる外力や適応能

力などの複数の指標を統合する手法である。
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図１ 適応策の計画、実施プロセス(Kleinetal,1999より改変)



温暖化影響による経済損失の算定評価(環境
省,2009等)も、異なる外力の影響を金額換算
して比較可能にすることから広義の脆弱性評

価の一つとみなすこともできる。次節以降で

は、前者の評価を中心に議論を進める。

３．脆弱性評価の現状

次に、先行研究のレビューから脆弱性評価

の現状を論じよう。表 1に脆弱性評価の手法
と特徴を示す。脆弱性評価の手法は、様々な

検討がなされているが、世界全体、地域、国

内といった空間スケール、物理的脆弱性、社

会・経済的脆弱性といった評価項目の種類、

閾値の有無等に違いが見られる。

表 2に、脆弱性評価の先行研究を整理し
た。表 1の分類に基づき、ここでは地域、分
野、評価項目、基準化の方法、統合方法、時

間スケール、空間スケール、適応策の検討の

有無を区別した。表 2の前半は国家間比較、
後半には国内比較、家計比較と空間規模が

徐々に細かくなるように配置している。評価

項目は、物理指標と社会・経済指標に分けら

れる。

脆弱性評価の現状をまとめると次の通りで

ある。

・農業、沿岸域などの分野ごとの脆弱性と気

候変動全般の脆弱性を評価した研究に分け

られる。

・空間、時間スケールの違い、対象分野、評

価項目、基準化、統合などの方法によって

得られる結論が異なる。したがって、脆弱

性の分析システム、属性、外的なハザー

ド、参照時点などを明記しておく必要があ

る(Fussel,2009)。
・それぞれの統合方法には長短がある。例え

ば、指標を相加平均することは指標間の完

全代替関係を仮定することになる(Fussel,
2009)。一方、重み付け平均の場合には、
代替の程度を別の方法（専門家や住民への

インタビュー・アンケート、経済評価等）

で決めなければいけない。それゆえ、分析

目的に応じて使い分けることになる。
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図2 影響評価および脆弱性評価(FusselandKlein,2006より作成)



・現時点では、一部の研究(Vincent,2007等)
を除いて異なる空間スケールの接合、比較

を試みた研究事例は少なく(EriksenandKel-
ly,2007)、今後の進展が求められる分野の
一つである。

・一時点のスナップショットや静的な脆弱性

を計測する研究から、時点間にわたる動的

な変化を評価する研究が求められつつあ

る。

・適応策の効果を個別プロジェクトだけでな

く、地域や国全体などのマクロレベルで評

価した研究事例は少ない。動的な脆弱性評

価が確立されることは、適応策の効果を評

価する場合にも有益である。

・脆弱性評価は、複雑な統合化よりも頑健性

(robustness)、透明性 (transparency)、検証
可能性(verificationofthefindings)などが重
視される (EriksenandKelly,2007)。気候変
動の対応策を検討する場合には、脆弱性評

価によって地域や分野の全体的な傾向を掴

むことと同時に、その背景にある個々の要

因を把握することの双方が要求される。し

たがって、高精度、高分解能の予測技術等

によって個別指標を精緻化することが不可

欠であり、それらに基づいて出来るだけ明

解な手法で脆弱性を評価すべきである。

気候変動は、様々な分野へきわめて複雑な

影響を及ぼす。物理影響の評価に加えて、社

会・経済影響評価の知見に基づいて、脆弱性

評価を推進する過程そのものが、脆弱性評価

の信頼度や気候変動への理解を促すことにな

るであろう。
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表１ 脆弱性評価の手法と特徴

特徴検討項目

・現在、過去、将来シナリオ時間スケール

・国家単位、国内単位、地域・コミュニティ単位、家計単位

・空間メッシュと行政区分

空間

・沿岸域、農業、水資源、生態系、健康等対象分野評価方法

・物理的脆弱性、社会・経済的脆弱性評価項目

・非連続型。例えば各指標を 0-5段階に得点付けする。
・連続型。例えば、UNDP(2007)のHumandevelopmentindexのように基準化す
る。

基準化

・相加平均・相乗平均（均等配分）：長所;透明性が高く、わかりやすい。短
所;全ての指標が等価で良いという根拠が乏しい。

・重み付け平均（傾斜配分）：長所;厳密性が高い。短所;指標を重み付けする
ことになるが、その妥当性を検証しなければいけない。重み付けを決めるた

めには、階層分析法 (AHP)や経済評価などを使う。

統合

・絶対比較：長所;エコロジカルフットプリント（例えばWackernagelandRees,
1996）のように時系列比較ができる。短所;そもそも閾値の設定が難しい。

・相対比較：長所;同一時点での地域別比較やランキング形式で表現できる。短
所;地域を越えた時系列分析はしづらい。

比較
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４．メコンデルタにおける脆弱性評価の

提案

4.1.メコンデルタにおける気候変動の影響と

脆弱性

アジア太平洋地域は、洪水や渇水、台風強

度の増大などが顕在化しており、世界のなか

でも気候変動に最も脆弱な地域の一つに挙げ

られる (IPCC,2007)。急激な経済成長や都市
部の人口増加により、さらに気候変動の悪影

響を受けるリスクの増加も予想される。アジ

ア太平洋地域の人口は2000年の37億人から
2050年頃には52億人に達し、その大半が沿岸
域に集中すると予想されている (UNFPA,
2011)。
本節は、アジア太平洋地域のなかでも、ベ

トナムのメコンデルタにおける脆弱性評価を

提案する。メコンデルタでは海岸浸食、高潮

浸水、河川氾濫などが既に起こっており、気

候変動によってさらに悪化することが懸念さ

れている。一方で、この地域での急激な経済

成長はインフラや教育等の整備を通じた適応

能力の向上をもたらし、脆弱性を低減する効

果が期待される。当該地域で適応策を実施す

るには、気候変動およびそれに伴う自然災害

と社会・経済的な影響を組み合わせた脆弱性

評価が求められる。

まず、本節が脆弱性評価の対象とする外力

と影響伝搬を最近の研究事例（Yasuharaet
al.,2007,2010,2011a;安原他,2009）を参考
にして整理しておこう。図 3に示すとおり、
本稿はメコンデルタの自然災害として高潮に

よる河川氾濫、地盤沈下、海岸浸食等に注目

する。気候変動の影響や被害の発現には、い

くつかの要素が関連している。海面上昇、台

風、降雨の増大は高潮を引き起こし、さらに

高潮や地盤沈下は河川氾濫とそれに伴う浸水

を増大させる引き金となる可能性がある。降

雨の増大は、海岸や河川の堤防の侵食を招く

ことが懸念されている。また、河川堤防で

は、降雨の増大は浸水の増大にもつながる。

気候変動以外にも沿岸漂砂、構造物等による

砂礫供給の減少、地下水くみ上げによる地盤

沈下などが海岸浸食や高潮による浸水を引き

起こす。これらの外力が複合することによっ
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図3 メコンデルタにおいて検討する自然災害の影響伝搬



て、脆弱性が一層高まると考えられる。

図 4は、脆弱性、外力、感受性、適応能力
（抵抗力）の関係を示している。外力、感受

性、適応能力に関して物理指標、社会・経済

指標を取り込んだ総合的な脆弱性評価によっ

て適応策の科学的検討や優先順位付けの判断

材料となることが期待される。

4.2.脆弱性評価の設計

メコンデルタにおける脆弱性評価の具体的

な手順は次の通りである。

1)データ収集、境界条件の決定
脆弱性評価のためには、まずそれぞれの指

標に関する情報をデータベース化しておく必

要がある。そのため、はじめに境界条件を定

めて利用可能なデータを収集する。次に、空

間、時間のスケールを揃えたデータベースを

作成する。

具体的には、外力、感受性、適応能力に分

けてそれぞれのサブ項目を選定し、地域ごと

にその収集、整理を行う（表 3参照）。デー
タベース化の際にはデータの有無、空間、時

間スケールがデータや地域の特性によって異

なることを考慮しなければならない。例え

ば、外力となる物理指標の多くは○m*○mと
いった空間メッシュに区分されるのに対し

て、社会・経済指標は市町村などの行政単位

で整備されている。時間のスケールも時間単

位（気温、降雨等）、月単位（気温、降雨、

植生等）、年単位（標高、所得、教育水準等）

などが存在する。これらを整備することが最

初の作業となる。

ここでは当面メコンデルタの市町村単位の

脆弱性評価を目指している（ベトナムの

「県」が、日本の市に近い行政区分である）1。

すなわち、市町村単位の脆弱性評価を行うた

めには、市町村単位の社会・経済指標と、よ

り高解像な物理指標の整備を組み合わせるこ

とになる。

2)計測・統合
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図4 メコンデルタにおける脆弱性評価の概要

1 ベトナム行政区分は、5中央直轄市（ハノイ、ホーチミン、ダナン、ハイフォン、カントー）および58省

（第一級行政区）からなる。省は日本の県に人口規模等が近い行政区分で、県（第二級行政区）、社（第三級

行政区）と続く。



表 3のようなデータベースを作成した後に
は、脆弱性評価のための指標を特定し、基準

化を行う。各指標は、Swansonetal.(2007)等
の方法を参考にし、地域の中での最大値と最

小値を利用して基準化を行う。この方法は、

UNDP(2007)のHumandevelopmentindexに似
ており、離散型ではなく連続型の数値が算出

されることが利点である。指標によって大小

関係が脆弱性に与える意味合いが異なるの

で、(1)、(1’)式のように区別して基準化す
る。

高い方が脆弱性を増す指標：

(1)

低い方が脆弱性を増す指標：

(1’)

Zij:地域 jにおいて基準化した気候ハザードi
Xij:地域 jにおける気候ハザードi（基準化前）
XiMax:気候ハザードiの地域全体の最大値
XiMin:気候ハザードiの地域全体の最小値
脆弱性Vjは、(2)式のように複数の気候ハ

ザード を統合して得られる。

(2)

Vj:地域 jの脆弱性
wi:各指標のウエイト

3)適応効果評価
適応効果評価は、適応策を実施した場合の

脆弱性の低減効果を示す。(3)式の通り、脆弱
性評価が確立されれば、適応策の有無による

効果の評価も実施可能となる。メコンデルタ

では堤防嵩上げ、堤防への浸水補強といった

技術的な適応策とともに、経済、教育水準の

向上、防災教育などのキャパシティ・ディベ

ロップメント(capacitydevelopment)が社会的
な適応策に挙げられる。

(3)

Adj:地域 jの適応効果
Vjα :適応策αを講じた場合の脆弱性
Vj0:適応策を実施しない場合の脆弱性

以上、脆弱性評価および適応効果評価を提

案した。分析結果は数値だけでなく、グラフ

化や地図化による可視化を行うと理解や比較

がしやすくなる。このように脆弱性評価をア

ジア太平洋地域で適用するには、対象地域、

対象分野等を絞り込んだ上で各指標のデータ

ベース構築が必要となる。そして、データや

情報を得るためには現地の研究機関等との

ネットワークづくりが欠かせない。一方で、

当該地域においては国際機関をはじめとする

政策志向のネットワークは散見されるが、正

確な情報やデータを集約するための研究ネッ
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表3 脆弱性評価に向けたデータベースの概要

脆弱性
適応能力感受性外力

インフラ社会・経済内水面浸水高潮

堤防、ライフラ

イン

GDP、教 育 水
準、寿命、人口

土地被覆、植生

（マングローブ

等）

地 盤 情 報（標

高、地 盤 沈 下

量）等

海面上昇、台風

強度、潮位偏差

等

各指標

地域A

地域B

・・・



トワークの整備は不十分である(Yasuharaet
al.,2011b)。本稿では評価手法の整理と提案
を行ったが、筆者の研究グループでは現地調

査や研究会合を通じてその研究基盤づくりを

行っている最中であり、分析結果については

今後の研究に譲らなければならない。

５．おわりに

本稿は、まず、気候変動に対する脆弱性評

価に関する文献調査からその現状と課題を整

理した。そして、空間や時間スケールの違

い、対象分野、評価項目、基準化、統合など

の方法によって得られる結論が異なること、

それゆえ評価の頑健性、透明性、検証可能性

を重視すべきことなどを論じた。脆弱性評価

は、脆弱な地域や分野の特定、適応策の実施

を行うために主に政策決定者や地域住民を対

象にした統合評価手法である。得られた数値

やランキングのみに固執するのではなく、こ

れらによって気候変動の影響の全体像を掴ん

だ上で、地域や分野によって影響が異なる原

因を的確に理解することが現地の状況に即し

た適切な適応策を講じるためには大変重要で

ある。

次に、アジア太平洋地域、特にメコンデル

タにおける脆弱性評価に向けた方法論の設計

を行った。繰り返しになるが、脆弱性評価は

総合的な取り組みが不可欠である。分析にあ

たっては、情報収集のためのネットワーク形

成、データベースの収集、構築を進めつつ、

その評価方法の確立を行わねばならない。評

価手法の確立には、その妥当性を検討するた

めの絶え間ない議論や検証が重要である。

データの整合性や指標の解釈、適応策のメ

ニューの整理など、その都度検証を行い、よ

り頑健なモデルづくりをすることが不可欠で

ある。本稿は未だその途上にあるが、提案に

したがって今後も研究を推進していく予定で

ある。
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